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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　連続反応器に８族ないし１０族金属、ニッケル－モリブデン、及びコバルト－モリブデ
ンからなる群から選択された１種以上の金属が、アルミナ、シリカ、ジルコニア、セリア
、シリカエアロゲル、活性炭素、及び炭素エアロゲルからなる群から選択された１種であ
る担体に担持された担持触媒及び触媒活性化物質を投入して担持触媒を活性化する段階と
、
　前記活性化された触媒が含まれた連続反応器に油脂、水素及び超臨界流体を投入して超
臨界流体内で水素化反応及び水素化脱酸素反応を行う段階と、
　前記反応で生成された再生燃料を回収する段階と、
　を含み、
　前記水素化反応及び水素化脱酸素反応を行う段階では、超臨界流体内で油脂と水素とが
溶解された均一相を形成するか、または、水素が溶解された超臨界流体によって油脂の粘
度を低め、炭素数が１０ないし２０である再生燃料を製造する場合の反応温度が２５０な
いし４００℃であり、炭素数が６ないし１０である再生燃料である再生燃料を製造する場
合の反応温度が４００ないし６００℃であることを特徴とする超臨界流体を利用した再生
燃料の製造方法。
【請求項２】
　前記担持触媒と、水素または硫黄化合物である触媒活性化物質とを投入して担持触媒を
活性化する段階と、



(2) JP 6083945 B2 2017.2.22

10

20

30

40

50

　前記活性化された触媒が含まれた連続反応器に植物性油脂、動物性油脂、及び廃食用油
からなる群から選択された１種以上である油脂、水素及び超臨界流体を投入して超臨界流
体内で水素化反応及び水素化脱酸素反応を行う段階と、
　前記反応で生成された再生燃料を回収する段階と、
　を含むことを特徴とする請求項１に記載の超臨界流体を利用した再生燃料の製造方法。
【請求項３】
　前記担持触媒を活性化させる段階で反応温度は、３００ないし５００℃であり、前記触
媒活性化物質の流量は、１０ないし２００ｍｌ／ｍｉｎであることを特徴とする請求項１
または２に記載の超臨界流体を利用した再生燃料の製造方法。
【請求項４】
　前記担持触媒の金属は、８族ないし１０族金属であり、触媒活性化物質は、水素である
ことを特徴とする請求項１または２に記載の超臨界流体を利用した再生燃料の製造方法。
【請求項５】
　前記８族ないし１０族金属は、ニッケル、パラジウム、白金、ルテニウム、ロジウム、
またはこれらの混合物であることを特徴とする請求項４に記載の超臨界流体を利用した再
生燃料の製造方法。
【請求項６】
　前記担持触媒の金属は、ニッケル－モリブデンまたはコバルト－モリブデンであり、触
媒活性化物質は、硫黄化合物であることを特徴とする請求項１または２に記載の超臨界流
体を利用した再生燃料の製造方法。
【請求項７】
　前記硫黄化合物は、硫化水素、ＤＭＳＯ（ｄｉｍｅｔｈｙｌ ｓｕｌｆｏｘｉｄｅ、（
ＣＨ3）2ＳＯ）、ＤＭＳ（ｄｉｍｅｔｈｙｌ ｓｕｌｆｉｄｅｓ、（ＣＨ3）2Ｓ）、及び
ＤＭＤＳ（ｄｉｍｅｔｈｙｌ ｄｉｓｕｌｆｉｄｅ、（ＣＨ3）2Ｓ2）からなる群から選択
された１種であることを特徴とする請求項６に記載の超臨界流体を利用した再生燃料の製
造方法。
【請求項８】
　前記超臨界流体は、超臨界二酸化炭素、超臨界エタン、超臨界プロパン、超臨界ブタン
、超臨界ペンタン、超臨界ヘキサン、超臨界ヘプタン、超臨界ジメチルエーテル、超臨界
テトラフルオロメタン、超臨界ジフルオロメタン、及び超臨界フルオロエタンからなる群
から選択された１種であることを特徴とする請求項１または２に記載の超臨界流体を利用
した再生燃料の製造方法。
【請求項９】
　前記水素化反応及び水素化脱酸素反応を行う段階で反応温度は、２５０ないし６００℃
であり、水素圧力は、３０ないし２００ｂａｒであることを特徴とする請求項１に記載の
超臨界流体を利用した再生燃料の製造方法。
【請求項１０】
　前記水素化反応及び水素化脱酸素反応を行う段階で、担持触媒体積に対して油脂及び水
素が溶解された超臨界流体が時間当たり担持触媒を通過する液空間速度（ＬＨＳＶ）は、
０．１ないし３．０ｈ-1であることを特徴とする請求項１または２に記載の超臨界流体を
利用した再生燃料の製造方法。
【請求項１１】
　前記水素化反応及び水素化脱酸素反応を行う段階で、水素と油脂内のトリグリセリドと
のｍｏｌ比は、０．５：１ないし２０：１であることを特徴とする請求項１または２に記
載の超臨界流体を利用した再生燃料の製造方法。
【請求項１２】
　前記水素化反応及び水素化脱酸素反応を行う段階で、油脂と超臨界流体との質量比は、
１：０．５ないし１：２０であることを特徴とする請求項１または２に記載の超臨界流体
を利用した再生燃料の製造方法。
【請求項１３】
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　連続反応器に担持触媒及び触媒活性化物質を投入して担持触媒を活性化する段階と、前
記活性化された触媒が含まれた連続反応器に油脂、水素及び超臨界流体を投入して超臨界
流体内で水素化反応及び水素化脱酸素反応を行う段階と、前記反応で生成された再生燃料
を回収する段階と、を含むことを特徴とする超臨界流体を利用した再生燃料の製造方法で
あって、
　前記担持触媒を活性化する段階は、コバルト－モリブデン／酸化アルミニウム（Ｃｏ－
Ｍｏ／Ａｌ2Ｏ3）、ニッケル－モリブデン／酸化アルミニウム（Ｎｉ－Ｍｏ／Ａｌ2Ｏ3）
、及びパラジウム／酸化アルミニウム（Ｐｄ／Ａｌ2Ｏ3）からなる群から選択された１種
の担持触媒及び３０ないし１８０ｍｌ／ｍｉｎ流量の水素または硫化水素である触媒活性
化物質を３００ないし４５０℃の反応温度下で３０分ないし５時間行い、前記水素化反応
及び水素化脱酸素反応を行う段階は、前記油脂として、大豆油、超臨界二酸化炭素、超臨
界エタン、超臨界プロパン、超臨界ブタン、超臨界ペンタン、超臨界ヘキサン、超臨界ヘ
プタン、超臨界ジメチルエーテル、超臨界テトラフルオロメタン、超臨界ジフルオロメタ
ン、及び超臨界ジフルオロエタンからなる群から選択された１種の超臨界流体を３０ない
し１００ｂａｒの水素圧力、３００ないし４００℃の反応温度、及び０．５ないし２．０
ｈ-1の液空間速度（ＬＨＳＶ）下で行われ、前記油脂と超臨界流体との質量比は、１：１
ないし１：１０、水素とトリグリセリドとのｍｏｌ比は、２：１ないし１０：１であり、
　前記水素化反応及び水素化脱酸素反応を行う段階では、超臨界流体内で油脂と水素とが
溶解された均一相を形成するか、または、水素が溶解された超臨界流体によって油脂の粘
度を低め、炭素数が１０ないし２０である再生燃料を製造する場合の反応温度が２５０な
いし４００℃であり、炭素数が６ないし１０である再生燃料である再生燃料を製造する場
合の反応温度が４００ないし６００℃であることを特徴とする超臨界流体を利用した再生
燃料の製造方法。
                                                                                
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、超臨界流体内で油脂の水素化反応及び水素化脱酸素反応を行って、従来の製
造方法による再生燃料の製造時よりも低水素圧力及び低反応温度で酸素を含まない再生燃
料を高収率で得られる超臨界流体を利用した再生燃料の製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　最近、化石燃料の過多使用によるエネルギー資源の枯渇及び環境汚染に対する恐れが増
加するにつれて、非化石燃料基盤の再生可能であり、持続可能であり、かつ環境にやさし
い燃料に対する普及が急増している。バイオ燃料のうち、バイオディーゼルは、最も現実
性のある新材生エネルギー源であって、世界各国で単独燃料や添加剤の形式で使うために
、多くの研究がなされている。
【０００３】
　一般的なバイオディーゼルの製造方法は、下記の化学式１に表現されたように、植物性
油脂、動物性油脂、または廃食用油などの油脂に存在するトリグリセリド（ｔｒｉｇｌｙ
ｃｅｒｉｄｅ）を酸またはアルカリ触媒を用いてアルコール類とエステル交換反応させて
、脂肪酸メチルエステル（ｆａｔｔｙ　ａｃｉｄ　ｍｅｔｈｙｌ　ｅｓｔｅｒ、ＦＡＭＥ
）を生成させる。例えば、１個分子のトリグリセリドは、３個分子のメタノールと反応し
て、３個分子のＦＡＭＥと１個分子のグリセロールとを形成し、生成されたＦＡＭＥを既
存の化石燃料基盤のディーゼルを代替するバイオディーゼルとして使う。
【０００４】
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【０００５】
　ＦＡＭＥ類のバイオディーゼルは、現在の水素用車両のエンジン構造及びメカニズムに
適用可能であるという長所があるが、二重結合及び酸素を含むエステル基が含まれていて
、長期保管時にスラッジ及び沈殿物が形成されるなどの燃料の安定性に問題がある。また
、ＦＡＭＥ類は、分子自体がエンジン部品及び燃料供給装置のシール（ｓｅａｌ）として
使われるゴム類の軟化、膨潤、硬化及び亀裂を起こして、長期間の使用時に燃料が漏れ、
ＦＡＭＥ類に含まれた酸素によって、水に対する溶解力が増加し、遊離脂肪酸によって、
ＦＡＭＥ類バイオディーゼルがディーゼルエンジン車両に適用された場合、内部の制御装
置、燃料噴射ノズルなどの金属部品を含む装置の腐蝕を起こす問題点がある。それだけで
はなく、ＦＡＭＥ類に含まれた酸素によって、一般の化石燃料を基盤とするディーゼルと
比較した時、さらに多量のＮＯｘを排出すると知られている。
【０００６】
　前記ＦＡＭＥの問題点は、製造工程で伴われる遊離脂肪酸の分離の難点と、ＦＡＭＥ類
に含まれている酸素によって発生するので、既存の化石原料を基盤とする燃料のような分
子式を有しながら、酸素を含まない再生燃料を製造して初めて現在問題となっているＦＡ
ＭＥ類バイオディーゼルの問題点を克服することができる。
【０００７】
　それを克服するために、下記の化学式２には、油脂から酸素を含まない炭化水素系物質
を製造する方法が提示されている。
【０００８】
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【化２】

【０００９】
　前記反応は、水素と適切な触媒とを利用した水素化及び水素化脱酸素工程であって、油
脂内に含まれている二重結合を単一結合に飽和させた後、３種の主要反応、すなわち、脱
カルボキシル化反応（ｄｅｃａｒｂｏｘｙｌａｔｉｏｎ）、脱カルボニル化反応（ｄｅｃ
ａｒｂｏｎｙｌａｔｉｏｎ）、または水素化脱酸素反応（ｈｙｄｒｏｄｅｏｘｙｇｅｎａ
ｔｉｏｎ）で酸素を含まない再生燃料を作る過程を表わしたものである。
【００１０】
　従来、特許文献１では、トウモロコシ油、キャスター油、またはトール油を原料として
利用し、結晶性が高いゼオライトを触媒として用いて、水素化脱酸素反応及びクラッキン
グ反応でガソリンエンジンの燃料として使うのに適した炭化水素系化合物を製造する方法
を提示しており、特許文献２では、カノーラ油、ヒマワリ油、ナタネ油を原料として利用
し、コバルトとモリブデン（Ｃｏ－Ｍｏ）とを触媒として用いて、水素化脱酸素反応でデ
ィーゼルエンジンの燃料として使うのに適した炭素数１５～１７のパラフィンを製造する
方法が提示されている。また、特許文献３では、トール油、廃食用油、動物性油脂などの
比較的低価の油脂を原料として利用し、ニッケルとモリブデン（Ｎｉ－Ｍｏ）とがアルミ
ナに担持された触媒を用いて、水素化脱酸素反応でディーゼル油のセタン価を高めうる添
加剤として使うのに適した物質を製造する方法が提示されている。しかし、前記特許文献
によれば、３５０ないし４５０℃の高反応温度と、１００ないし２００ｂａｒの高水素圧
力下で反応を進める問題があり、長期間反応時に触媒のコーキングで生成物の収率が低減
する問題がある。
【００１１】
　水素化及び水素化脱酸素反応は、発熱反応で多量の熱が発生し、油脂の種類別に、二重
結合の数が異なって発生する熱が変わるので、反応温度の調節が非常に重要である。一例
として、油脂の種類別に、二重結合の個数は、トリグリセリド一分子当たり１個から５個
であって、その範囲が非常に広い。したがって、発生する熱の調節に対する難点があり、
高温反応によって要求される水素化脱酸素反応以外に、クラッキング反応、アロマティッ
ク化反応などが起こって再生燃料の収率が低くなり、前記副反応による不純物が過量に生
成されて、再生燃料の燃料特性に悪影響を及ぼすだけではなく、長期運転時に触媒のコー
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キングで寿命が短縮される問題がある。それを防止するために、低反応温度で反応を進め
る場合、トリグリセリドの転換率の低くなる問題がある。
【００１２】
　また、再生燃料を製造するために、１００ｂａｒ以上、特に、円滑な反応及び高収率の
再生燃料を製造するためには、１５０ｂａｒ以上の非常に高水素圧力が必要であるが、そ
の理由は、油脂内の水素の溶解度が非常に小さいためである。一例として、常温で油脂１
００ｇに溶解される水素の量は、４ないし６ｇで非常に低く、温度が増加しても、油脂に
対する水素の溶解度は大きくない。したがって、油脂内に溶解される水素の量が非常に少
ないために、水素化反応及び水素化脱酸素反応の速度は、ガス状の水素が液体状の油脂内
に溶解される物質伝達過程によって決定される。例えば、反応物である油脂内に多量の水
素が迅速に溶解されて初めて水素が触媒の表面と接触する可能性と頻度とが増加し、これ
により、触媒反応が活性化されるので、収率が増加する。もし、油脂内の溶解されている
水素の量が不足な場合には、反応速度が減少するだけではなく、触媒の表面にコーキング
が容易に形成されることによって、触媒の非活性化が促進されて再生燃料の収率が低くな
る。したがって、水素を水素化及び水素化脱酸素反応に必要な量より過量で使わなければ
ならず、これにより、高温、高圧を保持しなければならないために、製造コスト及び運転
コストが高くなり、高圧の水素による爆発を防止するための安全コストが増加する短所が
ある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１３】
【特許文献１】アメリカ特許第４，３００，００９号
【特許文献２】アメリカ特許第４，９９２，６０５号
【特許文献３】アメリカ特許第５，７０５，７２２号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１４】
　本発明の目的は、超臨界流体内で油脂の水素化反応及び水素化脱酸素反応を行って、従
来の製造方法による再生燃料の製造時よりも低水素圧力及び低反応温度で酸素を含まない
再生燃料を高収率で得られる超臨界流体を利用した再生燃料の製造方法を提供することで
ある。
【課題を解決するための手段】
【００１５】
　前記目的を果たすために、本発明の再生燃料の製造方法は、連続反応器に担持触媒及び
触媒活性化物質を投入して担持触媒を活性化する段階と、前記活性化された触媒が含まれ
た連続反応器に油脂、水素及び超臨界流体を投入して超臨界流体内で水素化反応及び水素
化脱酸素反応を行う段階と、前記反応で生成された再生燃料を回収する段階と、を含む。
【００１６】
　前記連続反応器に８族ないし１０族金属、ニッケル－モリブデン、及びコバルト－モリ
ブデンからなる群から選択された１種以上の金属が、アルミナ、シリカ、ジルコニア、セ
リア、シリカエアロゲル、活性炭素、及び炭素エアロゲルからなる群から選択された１種
である担体に担持された担持触媒と、水素または硫黄化合物である触媒活性化物質を投入
して担持触媒とを活性化する段階と、前記活性化された触媒が含まれた連続反応器に植物
性油脂、動物性油脂、及び廃食用油からなる群から選択された１種以上である油脂、水素
及び超臨界流体を投入して超臨界流体内で水素化反応及び水素化脱酸素反応を行う段階と
、前記反応で生成された再生燃料を回収する段階と、を含む。
【００１７】
　前記担持触媒を活性化させる段階で反応温度は、２００ないし５００℃であり、前記触
媒活性化物質の流量は、１０ないし２００ｍｌ／ｍｉｎである。
【００１８】
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　前記担持触媒の金属は、８族ないし１０族金属であり、触媒活性化物質は、水素である
。この際、８族ないし１０族金属は、ニッケル、パラジウム、白金、ルテニウム、ロジウ
ム、またはこれらの混合物である。
【００１９】
　前記担持触媒の金属は、ニッケル－モリブデンまたはコバルト－モリブデンであり、触
媒活性化物質は、硫黄化合物である。前記硫黄化合物は、触媒を活性化させうるものであ
れば、如何なるものも使うことができ、望ましくは、硫黄化合物は、硫化水素、ＤＭＳＯ
（ｄｉｍｅｔｈｙｌ　ｓｕｌｆｏｘｉｄｅ、（ＣＨ３）２ＳＯ）、ＤＭＳ（ｄｉｍｅｔｈ
ｙｌ　ｓｕｌｆｉｄｅｓ、（ＣＨ３）２Ｓ）、及びＤＭＤＳ（ｄｉｍｅｔｈｙｌ　ｄｉｓ
ｕｌｆｉｄｅ、（ＣＨ３）２Ｓ２）からなる群から選択された１種である。
【００２０】
　前記超臨界流体は、反応物質である油脂を溶解させることができる超臨界流体であれば
、使用可能である。さらに具体的には、超臨界二酸化炭素、超臨界エタン、超臨界プロパ
ン、超臨界ブタン、超臨界ペンタン、超臨界ヘキサン、超臨界ヘプタン、超臨界ジメチル
エーテル、超臨界テトラフルオロメタン、超臨界ジフルオロメタン、及び超臨界ジフルオ
ロエタンからなる群から選択された１種であり得る。
【００２１】
　前記水素化反応及び水素化脱酸素反応を行う段階で反応温度は、２５０ないし６００℃
であり、水素圧力は、３０ないし２００ｂａｒである。
【００２２】
　前記水素化反応及び水素化脱酸素反応を行う段階で、担持触媒体積に対して油脂及び水
素が溶解された超臨界流体が時間当たり担持触媒を通過する液空間速度（ＬＨＳＶ）は、
０．１ないし３．０ｈ－１である。
【００２３】
　前記水素化反応及び水素化脱酸素反応を行う段階で、水素と油脂内のトリグリセリドと
のｍｏｌ比は、０．５：１ないし２０：１である。
【００２４】
　前記水素化反応及び水素化脱酸素反応を行う段階で、油脂と超臨界流体との質量比は、
１：０．５ないし１：２０である。
【００２５】
　連続反応器に担持触媒及び触媒活性化物質を投入して担持触媒を活性化する段階と、前
記活性化された触媒が含まれた連続反応器に油脂、水素及び超臨界流体を投入して超臨界
流体内で水素化反応及び水素化脱酸素反応を行う段階と、前記反応で生成された再生燃料
を回収する段階と、を含むことを特徴とする超臨界流体を利用した再生燃料の製造方法で
あって、前記担持触媒を活性化する段階は、コバルト－モリブデン／酸化アルミニウム（
Ｃｏ－Ｍｏ／Ａｌ２Ｏ３）、ニッケル－モリブデン／酸化アルミニウム（Ｎｉ－Ｍｏ／Ａ
ｌ２Ｏ３）、及びパラジウム／酸化アルミニウム（Ｐｄ／Ａｌ２Ｏ３）からなる群から選
択された１種の担持触媒及び３０ないし１８０ｍｌ／ｍｉｎ流量の水素または硫化水素で
ある触媒活性化物質を３００ないし４５０℃の反応温度下で３０分ないし５時間行い、前
記水素化反応及び水素化脱酸素反応を行う段階は、前記油脂として、大豆油、超臨界二酸
化炭素、超臨界エタン、超臨界プロパン、超臨界ブタン、超臨界ペンタン、超臨界ヘキサ
ン、超臨界ヘプタン、超臨界ジメチルエーテル、超臨界テトラフルオロメタン、超臨界ジ
フルオロメタン、及び超臨界ジフルオロエタンからなる群から選択された１種の超臨界流
体を３０ないし１００ｂａｒの水素圧力、３００ないし４００℃の反応温度、及び０．５
ないし２．０ｈ－１の液空間速度（ＬＨＳＶ）下で行われ、前記油脂と超臨界流体との質
量比は、１：１ないし１：１０、水素とトリグリセリドとのｍｏｌ比は、２：１ないし１
０：１である。
【発明の効果】
【００２６】
　本発明の再生燃料の製造方法は、従来の製造方法による再生燃料の製造時よりも低水素
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圧力及び低反応温度で酸素を含まない再生燃料を高収率で得られる。
【００２７】
　また、酸素を含まない再生燃料を製造することによって、既存のガソリンまたはディー
ゼルエンジンを変更せずに使用できる。
【００２８】
　また、本発明の再生燃料の製造方法は、低水素圧力及び低反応温度を使うので、製造コ
スト及び運搬コストが安価で経済的である。
【００２９】
　また、本発明の再生燃料の製造方法は、担持触媒のコーキングによる非活性で再生燃料
の収率が減少することを防止し、担持触媒の活性低下を防止して、長時間担持触媒の活性
を保持することができるので、長期運転が可能である。
【図面の簡単な説明】
【００３０】
【図１】本発明の方法によって再生燃料を製造するための装置の一例を示す図である。
【図２】１３０℃、１８０ｂａｒでの大豆油（油脂）－超臨界プロパン－水素の相平衡図
である。
【図３】本発明の実施例及び従来の製造方法によって製造された再生燃料の収率を測定し
たグラフである。
【図４】本発明の実施例及び従来の製造方法によって製造された再生燃料の長期運転性の
評価を表わしたグラフである。
【発明を実施するための形態】
【００３１】
　本発明は、超臨界流体内で油脂の水素化反応及び水素化脱酸素反応を行って、従来の製
造方法による再生燃料の製造時よりも低水素圧力及び低反応温度で酸素を含まない再生燃
料を高収率で得られる超臨界流体を利用した再生燃料の製造方法に関するものである。
【００３２】
　以下、本発明を詳細に説明する。
【００３３】
　本発明の再生燃料の製造方法は、連続反応器に担持触媒及び触媒活性化物質を投入して
触媒を活性化する段階と、前記活性化された触媒が含まれた連続反応器に油脂、水素及び
超臨界流体を投入して超臨界流体下で水素化反応及び水素化脱酸素反応を行う段階と、前
記反応で生成された再生燃料を回収する段階と、を含み、図１及び図２を参照して説明す
る。
【００３４】
　本発明の再生燃料の製造方法は、回分式反応器で進行すれば、反応条件を微細に調節す
ることができない場合、経時的に反応速度論的生成物と熱力学的生成物とが混合されるな
どの再生燃料の組成が変化し、反応せずに残っている水素による爆発の危険があるので、
連続式反応による反応が望ましい。
【００３５】
　図１は、本発明の方法によって再生燃料を製造するための装置の一例を示す図であり、
図２は、１３０℃、１８０ｂａｒでの大豆油（油脂）－超臨界プロパン－水素の相平衡図
である。図２で、３つの成分は、暗い部分から均一相として存在し、Ｃは、超臨界プロパ
ンのない場合、水素の溶解度である。
【００３６】
　まず、連続反応器１０に担持触媒を投入し、前記担持触媒を活性化させるために、触媒
活性化物質を添加して３０分ないし１０時間反応を進める。前記担持触媒活性化のための
反応温度は、３００ないし５００℃、望ましくは、３５０ないし４５０℃であり、触媒活
性化物質の流量は、１０ないし２００ｍｌ／ｍｉｎ、望ましくは、３０ないし１８０ｍｌ
／ｍｉｎである。
【００３７】
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　前記反応温度は、予熱器２０を利用したヒーター３０、３１によって調節され、反応温
度が３００℃未満である場合には、担持触媒の活性化に長時間が必要となり、活性化が完
全になされず、反応温度が５００℃超過である場合には、担持された金属間に凝集が起こ
って触媒反応時に反応速度が低下する。
【００３８】
　また、前記触媒活性化物質の流量が１０ｍｌ／ｍｉｎ未満である場合には、担持触媒の
活性化に長時間が必要となり、流量が２００ｍｌ／ｍｉｎ超過である場合には、過度な触
媒活性化物質の使用で経済性が低減しうる。
【００３９】
　また、前記反応時間が３０分未満である場合には、短い活性化時間によって担持触媒の
活性化が十分になされず、反応時間が１０時間超過である場合には、担持触媒の活性化に
必要以上の時間が必要となる。
【００４０】
　前記担持触媒は、高表面積を有する多孔性の担体に金属が担持されたものである。
【００４１】
　前記担体は、特別に制限されるものではないが、望ましくは、金属酸化物または炭素系
物質であり、さらに望ましくは、アルミナ、シリカ、ジルコニア、セリア、シリカエアロ
ゲル、活性炭素、及び炭素エアロゲルからなる群から選択された１種である。
【００４２】
　また、担体の形態は、特別に制限されるものではないが、バルク（ｂｕｌｋ）、板（ｐ
ｌａｔｅ）、ペレット（ｐｅｌｌｅｔ）、球（ｂａｌｌ）、または粉末状であり得る。
【００４３】
　前記金属は、８族ないし１０族金属、ニッケル－モリブデン（Ｎｉ－Ｍｏ）、及びコバ
ルト－モリブデン（Ｃｏ－Ｍｏ）からなる群から選択された１種または２種以上である。
【００４４】
　また、前記８族ないし１０族金属としては、ニッケル、パラジウム、白金、ルテニウム
、ロジウム、またはこれらの混合物が挙げられる。
【００４５】
　前記触媒活性化物質は、水素または硫黄化合物であり、硫黄化合物は、硫化水素、ＤＭ
ＳＯ（ｄｉｍｅｔｈｙｌ　ｓｕｌｆｏｘｉｄｅ、（ＣＨ３）２ＳＯ）、ＤＭＳ（ｄｉｍｅ
ｔｈｙｌｓｕｌｆｉｄｅｓ、（ＣＨ３）２Ｓ）、及びＤＭＤＳ（ｄｉｍｅｔｈｙｌ　ｄｉ
ｓｕｌｆｉｄｅ、（ＣＨ３）２Ｓ２）からなる群から選択された１種である。
【００４６】
　前記担持触媒の金属として８族ないし１０族金属を使う場合には、触媒活性化物質とし
て水素を使うことが望ましく、金属としてニッケル－モリブデン、及びコバルト－モリブ
デンを使う場合には、触媒活性化物質として硫黄化合物を使うことが望ましい。
【００４７】
　次いで、活性化された担持触媒が入っている連続反応器１０に水素貯蔵容器１００、超
臨界流体貯蔵容器１０１、及び油脂貯蔵容器１０２から油脂、水素及び超臨界流体が投入
されて、水素化反応及び水素化脱酸素反応が進行する。前記水素貯蔵容器１００、超臨界
流体貯蔵容器１０１、及び油脂貯蔵容器１０２から供給される油脂、水素及び超臨界流体
は、混合器７０で混合された後、反応器に投入されることが望ましい。
【００４８】
　この際、反応温度は、２５０ないし６００℃、望ましくは、３００ないし４００℃であ
り、水素圧力は、３０ないし２００ｂａｒ、望ましくは、３０ないし１００ｂａｒである
。
【００４９】
　前記水素化反応及び水素化脱酸素反応時、温度が２５０℃未満では、油脂に存在するト
リグリセリド鎖に含まれているオレフインまたは不飽和鎖グループを飽和させる水素化反
応が進行して、パラフィングループに転換する反応が起こるために、再生ディーゼルへの
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転換率が低く、２５０ないし４００℃の間では、脱カルボキシル化、脱カルボニル化、水
素化脱酸素反応でトリグリセリドに含まれている酸素を除去して、主生性物である炭素数
が１０ないし２０である再生燃料（具体的に、再生ディーゼル）を製造することができる
。また、４００ないし６００℃の間では、クラッキング反応で炭素数が６ないし１０であ
る再生燃料（具体的に、再生ガソリン）を製造することができるが、再生ディーゼルの選
択度は減少する。
【００５０】
　前記反応温度が２００℃未満である場合には、水素及び油脂が超臨界流体内に溶解され
ないこともあるか、反応温度が低くて効果的な脱酸素反応が進行せず、再生燃料の収率が
低くなり、反応温度が６００℃超過である場合には、クラッキング反応が活発に起こって
油脂がガス化されて再生燃料の収率が５０％以下に低下し、担持触媒のコーキングで長期
間触媒を使えないので、経済性が減少し、長期運転性が悪化しうる。
【００５１】
　前記水素圧力が３０ｂａｒ未満である場合には、触媒に伝達される水素の量が少なくて
効果的な水素化反応及び水素化脱酸素反応が起こらず、水素圧力が２００ｂａｒ超過であ
る場合には、再生燃料の収率が増加せずに過量の水素が使われるので、経済性が落ちるだ
けではなく、過量の水素を再使用するための装置が複雑であって、製造コスト及び運転コ
ストが増加しうる。
【００５２】
　前記油脂、水素及び超臨界流体の混合物の流量は、担持触媒の体積に対して時間当たり
担持触媒を通過する液空間速度（ＬＨＳＶ）が、０．１ないし３．０ｈ－１、望ましくは
、０．５ないし２．０ｈ－１である。液空間速度が０．１ｈ－１未満である場合には、担
持触媒のコーキングによって担持触媒が活性化されることができず、再生燃料の収率が低
下し、液空間速度が３．０ｈ－１超過である場合には、液空間速度が速いために、油脂、
水素及び超臨界流体の混合物と担持触媒との接触時間が短くて水素化脱酸素反応が円滑に
なされないので、再生燃料の収率が低くなる。
【００５３】
　また、水素と油脂内のトリグリセリドとのｍｏｌ比は、０．５：１ないし２０：１、望
ましくは、２：１ないし１０：１である。水素とトリグリセリドとのｍｏｌ比が、０．５
：１未満である場合には、水素が不足して油脂の水素化反応及び水素化脱酸素反応がよく
ならず、再生燃料の収率が低く、ｍｏｌ比が２０：１超過である場合には、再生燃料の収
率が増加せずに過量の水素が使われるので、経済性が落ち、過量の水素を再使用するため
の装置が複雑であって、製造コスト及び運転コストが増加しうる。
【００５４】
　また、油脂と超臨界流体との質量比は、１：０．５ないし１：２０、望ましくは、１：
１ないし１：１０である。質量比が１：０．５未満である場合には、油脂が超臨界流体内
に溶解される量が少なくて、前記の超臨界流体の導入効果を期待することができず、質量
比が１：２０超過である場合には、過度な超臨界流体の使用によって再生燃料の生産性が
低下し、収得した再生燃料（具体的に、再生ディーゼル）と超臨界流体とを分離する時、
経済性が低減しうる。
【００５５】
　前記油脂は、特別に制限されるものではないが、植物性油脂、動物性油脂、及び廃食用
油からなる群から選択された１種または２種以上を使用できる。植物性油脂としては、パ
ーム油、トウモロコシ油、ヒマワリ油、オリーブ油、大豆油、油菜類、綿実油、米ぬか油
、ヤシ油などがあり、動物性油脂としては、牛脂、豚脂、羊脂、魚油などがある。
【００５６】
　前記超臨界流体は、水素及び油脂に溶解力があるものであって、具体的に、超臨界二酸
化炭素、超臨界エタン、超臨界プロパン、超臨界ブタン、超臨界ペンタン、超臨界ヘキサ
ン、超臨界ヘプタン、超臨界ジメチルエーテル、超臨界テトラフルオロメタン、超臨界ジ
フルオロメタン、及び超臨界ジフルオロエタンからなる群から選択された１種が挙げられ
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る。
【００５７】
【表１】

【００５８】
　前記の表１は、超臨界流体の種類及びそれによる臨界温度及び圧力を表わした表である
。
【００５９】
　水素化反応及び水素化脱酸素反応は、油脂と水素とが担持触媒に接触する頻度が重要で
ある。
【００６０】
　従来、油脂内の水素の溶解度が非常に低いので（図２のＣ）、油脂内の水素の溶解度を
高めるために、高水素圧力を利用した。したがって、水素がほとんど存在するガス状と油
脂がほとんど存在する液体状とが互いに分離されて、ガス－液体間の界面が存在し、固相
の担持触媒は、液体状に存在するので、水素化反応のためには、ガス状の水素が液体状に
伝達される過程と液体状に溶解された水素が固相の担持触媒の表面に伝達される過程、例
えば、ガス状－液体状－固相間の水素伝達過程によって再生燃料の反応速度が決定された
。
【００６１】
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　しかし、本発明の再生燃料の製造方法は、容易に超臨界流体内に反応物である水素と油
脂とが溶解（図２：水素－超臨界プロパン－大豆油）された均一相を形成するために、水
素が固相の担持触媒に伝達される過程が超臨界流体相－固相に縮小されて、超臨界流体が
存在しない場合より効果的に反応が進行しうる。また、超臨界流体の種類によって、超臨
界流体内に油脂が溶解されないとしても、水素が超臨界流体内に溶解され、超臨界流体が
油脂の粘度を大幅に低めるので、水素が担持触媒に伝達される速度は依然として速いので
、効果的に反応が進行する。
【００６２】
　したがって、本発明のように、超臨界流体内に触媒反応で再生燃料を製造する場合、超
臨界流体内の高水素溶解度、ガス－液体間の界面の不在、物質の速い伝達速度及び低水素
圧力条件で反応物である水素と油脂との伝達力が増加するので、再生燃料を高収率で得ら
れる。
【００６３】
　また、超臨界流体を用いて再生燃料を製造する場合、超臨界流体は、担持触媒のコーキ
ングを起こす有機物質に対する溶解度に優れ、超臨界流体内の拡散速度に優れるために、
担持触媒のコーキングを防止して、長時間使っても担持触媒の活性が保持される。それだ
けではなく、超臨界流体の密度及び熱伝逹率は、同一温度下の気状流体の密度及び熱伝逹
率より高いために、再生燃料の製造時に発生する放熱反応を効果的に調節して、ディーゼ
ルの選択度を高めうる。
【００６４】
　次いで、水素化反応及び水素化脱酸素反応で生成された生成物質を連続反応器１０から
分離して回収する。
【００６５】
　製造された生成物質は、気状の二酸化炭素及び一酸化炭素と、液状の水分及び再生燃料
であって、冷却器４０及びガス－液体分離器６０を経て排出口に位置した減圧装置を通じ
て排出される。この際、超臨界流体が気状及び液状の生成物質に含まれて排出され、液状
に含まれて排出される超臨界流体は、常温、常圧で液状に存在する物質であって、例えば
、ヘキサン、ヘプタンなどである。
【００６６】
　前記液状の水分は、層分離を通じて分離され、超臨界流体のうち、常圧でガスである流
体は、気液分離器を用いて分離され、常圧で液体である流体は、分別蒸留を通じて分離さ
れうる。また、再生燃料に超臨界流体として使われたヘキサンまたはヘプタンが混合され
ている場合でも、直接燃料として使用できる。
【００６７】
　前記再生燃料の製造方法として、最も望ましくは、前記担持触媒を活性化する段階は、
コバルト－モリブデン／酸化アルミニウム（Ｃｏ－Ｍｏ／Ａｌ２Ｏ３）、ニッケル－モリ
ブデン／酸化アルミニウム（Ｎｉ－Ｍｏ／Ａｌ２Ｏ３）、及びパラジウム／酸化アルミニ
ウム（Ｐｄ／Ａｌ２Ｏ３）からなる群から選択された１種の担持触媒及び３０ないし１８
０ｍｌ／ｍｉｎ流量の水素または硫化水素である触媒活性化物質を３００ないし４５０℃
の反応温度下で３０分ないし５時間行い、前記水素化反応及び水素化脱酸素反応を行う段
階は、前記油脂として、大豆油、超臨界二酸化炭素、超臨界エタン、超臨界プロパン、超
臨界ブタン、超臨界ペンタン、超臨界ヘキサン、超臨界ヘプタン、超臨界ジメチルエーテ
ル、超臨界テトラフルオロメタン、超臨界ジフルオロメタン、及び超臨界ジフルオロエタ
ンからなる群から選択された１種の超臨界流体を３０ないし１００ｂａｒの水素圧力、３
００ないし４００℃の反応温度、及び０．５ないし２．０ｈ－１の液空間速度（ＬＨＳＶ
）下で行われ、前記油脂と超臨界流体との質量比は、１：１ないし１：１０、水素とトリ
グリセリドとのｍｏｌ比は、２：１ないし１０：１である。
【００６８】
　前記範囲を外れる場合には、油脂の水素化反応のみなされ、再生燃料（具体的に、再生
ディーゼル）が収得されないこともあり、超臨界流体内に水素が溶解される量が少なくて
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、再生燃料の収率が低下して望ましくない。
【００６９】
　前述されたように、担持触媒を含む超臨界流体下で油脂を水素化反応及び水素化脱酸素
反応で再生燃料を製造する時、低水素圧力と反応温度とで高収率（収率：８０ないし９５
％）で再生燃料を製造することができる。
【００７０】
　以下、本発明の理解を助けるために、望ましい実施例を提示するが、下記の実施例は、
本発明を例示するものであって、本発明の範疇及び技術思想の範囲内で多様な変更及び修
正が可能であるということは、当業者において明らかであり、このような変形及び修正が
、添付の特許請求の範囲に属することも当然である。
【００７１】
　＜実施例１＞
　１２０ｍｌ体積の連続反応器に２０ｇのＣｏ－Ｍｏ／Ａｌ２Ｏ３触媒（Ｃｏ、２．８質
量％；Ｍｏ、７．６質量％）を導入した後、３５０℃で窒素（流量：１００ｍｌ／ｍｉｎ
）で熱処理した。以後、触媒の活性化のために、４００℃で１５体積％のＨ２Ｓ／Ｈ２（
流量：５０ｍｌ／ｍｉｎ）を３時間流した。反応温度を３００℃に低めた後、水素：大豆
油のｍｏｌ比は、９．６：１に、大豆油：超臨界ヘキサンの質量比は、１：１に調節して
、前記連続反応器に導入して５時間反応を進めた。この際、水素圧力は、５０ｂａｒ、時
間当たり液空間速度は、２．０ｈ－１に保持した。排出口から出る液状の生成物を一時間
ごとに捕集した後、分別蒸留でヘキサンから再生燃料を分離することで再生燃料を製造し
た。
【００７２】
　＜実施例２＞
　前記の実施例１と同様に実施するが、超臨界ヘキサンの代わりに、超臨界プロパンを使
い、分別蒸留の過程を省略して再生燃料を製造した。
【００７３】
　＜実施例３＞
　前記の実施例１と同様に実施するが、超臨界ヘキサンの代わりに、超臨界二酸化炭素を
使い、分別蒸留の過程を省略し、水素圧力を８０ｂａｒにして再生燃料を製造した。
【００７４】
　＜実施例４＞
　前記の実施例１と同様に実施するが、触媒の活性化のために、３００℃で１５体積％の
Ｈ２Ｓ／Ｈ２（流量：２０ｍｌ／ｍｉｎ）を流すことで触媒を活性化させ、引き続き再生
燃料を製造した。
【００７５】
　＜実施例５＞
　前記の実施例１と同様に実施するが、反応温度を２５０℃に低めた後、水素、大豆油及
び超臨界ヘキサンを連続反応器に導入し、水素圧力を３０ｂａｒにして再生燃料を製造し
た。
【００７６】
　＜実施例６＞
　前記の実施例１と同様に実施するが、水素：大豆油のｍｏｌ比は、５：１にして再生燃
料を製造した。
【００７７】
　＜実施例７＞
　前記の実施例１と同様に実施するが、大豆油：超臨界ヘキサンの質量比は、１：４にし
て再生燃料を製造した。
【００７８】
　＜実施例８＞
　前記の実施例１と同様に実施するが、液空間速度は、０．５ｈ－１にして再生燃料を製
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造した。
【００７９】
　＜実施例９＞
　前記の実施例１と同様に実施するが、触媒は、２０ｇの５ｗｔ％　Ｐｄ／Ａｌ２Ｏ３を
利用し、触媒の活性化のためには、４００℃でＨ２（流量：５０ｍｌ／ｍｉｎ）を３時間
流す過程を通じて再生燃料を製造した。
【００８０】
　＜実施例１０＞
　１２０ｍｌ体積の連続反応器に１０ｇの５ｗｔ％　Ｐｄ／Ａｌ２Ｏ３触媒を導入した後
、３５０℃で窒素（流量：１００ｍｌ／ｍｉｎ）で熱処理した。以後、触媒の活性化のた
めに、４００℃でＨ２（流量：５０ｍｌ／ｍｉｎ）を３時間流した。反応温度を３２０℃
に低めた後、水素：大豆油のｍｏｌ比は、９．６：１に、大豆油：超臨界プロパンの質量
比は、１：１に調節して、前記連続反応器に導入して５０時間反応を進めた。この際、水
素圧力は、５０ｂａｒ、時間当たり液空間速度は、２．０ｈ－１に保持した。排出口から
出る液状の生成物を一時間ごとに捕集した後、分別蒸留で再生燃料を分離することで再生
燃料を製造した。
【００８１】
　＜比較例１＞
　１２０ｍｌ体積の連続式反応器に２０ｇのＣｏ－Ｍｏ／Ａｌ２Ｏ３触媒（Ｃｏ、２．８
質量％；Ｍｏ、７．６質量％）を導入した後、３５０℃で窒素（流量：１００ｍｌ／ｍｉ
ｎ）で熱処理した。触媒の活性化のために、４００℃でＨ２Ｓ／Ｈ２（流量：５０ｍｌ／
ｍｉｎ）を３時間流した。以後、温度を３００℃に低めた後、水素：大豆油のｍｏｌ比を
９．６：１に調節して、前記反応器に導入した。この際、圧力は、５０ｂａｒに、時間当
たり液空間速度は、２．０ｈ－１に保持し、排出口から出る液状の生成物を一時間ごとに
捕集して再生燃料を製造した。
【００８２】
　＜比較例２＞
　前記の比較例１と同様に実施するが、触媒として２０ｇの５ｗｔ％　Ｐｄ／Ａｌ２Ｏ３

を用いて再生燃料を製造した。
【００８３】
　＜比較例３＞
　１２０ｍｌ体積の連続式反応器に１０ｇの５ｗｔ％　Ｐｄ／Ａｌ２Ｏ３触媒を導入した
後、３５０℃で窒素（流量：１００ｍｌ／ｍｉｎ）で熱処理した。触媒の活性化のために
、４００℃でＨ２（流量：５０ｍｌ／ｍｉｎ）を３時間流した。以後、温度を３２０℃に
低めた後、水素：大豆油のｍｏｌ比を９．６：１に調節して、前記連続反応器に導入して
５０時間反応を進めた。この際、圧力は、５０ｂａｒに、時間当たり液空間速度は、２．
０ｈ－１に保持し、排出口から出る液状の生成物を一時間ごとに捕集した後、分別蒸留で
再生燃料を分離することで再生燃料を製造した。
【００８４】
　＜試験例１＞
　実施例１ないし１０及び比較例１ないし３で製造された再生燃料に対する油脂の転換率
、ナフサ、ケロ／ジェット、及びディーゼル選択度は、反応に参与した油脂の重量と回収
された再生燃料から分離された各成分の重量とから下記の数式のように定義された。転換
率及び選択度は、水素炎イオン化検出器（ＦＩＤ、Ｐｅｒｋｉｎ－Ｅｌｍｅｒ　ｍｏｄｅ
ｌＣｌａｒｕｓ　６００）及びＳｉｍ　Ｄｉｓ（ｓｉｍｕｌａｔｅｄ　ｄｉｓｔｉｌｌａ
ｔｉｏｎ）毛細管カラムが備えられたガスクロマトグラフィーで測定される。水素化加工
された（ｈｙｄｒｏｐｒｏｃｅｓｓｅｄ）物質のＳｉｍ　Ｄｉｓは、各蒸溜分野の分率が
炭素の量に比例するという仮定下でＡＳＴＭ　Ｄ－７２１３によって進行した。
【００８５】
　１．油脂の転換率（％）
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【数１】

【００８７】
　２．ナフサ選択度（％）
【００８８】

【数２】

【００８９】
　３．ケロ／ジェット選択度（％）
【００９０】

【数３】

【００９１】
　４．ディーゼル選択度（％）
【００９２】

【数４】

【００９３】
　前記数式１ないし４の下記の添字で表示された数字は、各成分の沸騰点の領域を意味す
る。例えば、ディーゼルの沸騰点の領域が１８０ないし３６０℃（１８０－３６０）であ
り、油脂内のトリグリセリドの沸騰点は、３６０℃以上（３６０＋）である。したがって
、転換率は、３６０℃以上の沸騰点を有した成分の供給量に比べて反応した量で計算され
、各成分の選択度は、トリグリセリドが反応した量に比べて沸騰点が他の各成分の生成量
を求めたものである。
【００９４】
　５．アルカン（重量％）：アルカンをアジレント（Ａｇｉｌｅｎｔ）社の水素炎イオン
化検出器（Ｆｌａｍｅ　ｉｏｎｉｚａｔｉｏｎ　ｄｅｔｅｃｔｏｒ、以下、ＦＩＤと称す
る）が装着されているＧａｓ　Ｃｈｒｏｍａｔｏｇｒａｐｈ（以下、ＧＣと称する）を使
って測定した。
【００９５】
　６．固体状態のワックス排出：固体状態のワックスが排出されたか否かを肉眼で確認し
た。
【００９６】
　前記転換率、ナフサ、ケロ／ジェット、及びディーゼルの選択度、アルカン含量、及び
固体状態のワックスの排出有無を下記の表２に表わした。
【００９７】
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【表２】

【００９８】
　前記の表２に表わしたように、本発明の実施例１ないし９の再生燃料の製造方法は、再
生燃料への転換率（収率）が比較例１及び比較例２に比べて優れ、ディーゼル選択度に優
れるので、再生燃料がディーゼル油として使うのに適したことを確認した。
【００９９】
　また、Ｃｏ－Ｍｏ／Ａｌ２Ｏ３触媒を利用した場合、脱カルボキシル化反応、脱カルボ
ニル化反応、及び水素化脱酸素反応で製造されるディーゼルの主成分であるアルカン（ｎ
－ａｌｋａｎｅ）の量が全体製造された再生燃料の総重量に対して５１ないし６６重量％
であるので、前記反応以外にも、異性化反応及びアロマティック化反応が進行したことが
分かる。
【０１００】
　一方、Ｃｏ－Ｍｏ／Ａｌ２Ｏ３触媒の代わりに、Ｐｄ／Ａｌ２Ｏ３触媒を利用した場合
、脱カルボキシル化反応、脱カルボニル化反応、及び水素化脱酸素反応で製造されるアル
カン（ｎ－ａｌｋａｎｅ）の量が全体再生燃料の総８５％以上であるものであって、異性
化反応及びアロマティック化反応が抑制されたことが分かった。
【０１０１】
　一方、比較例１及び比較例２は、反応後、１時間経過から触媒の活性が急激に低下し、
３時間経過から生成物のうち固体状態のワックスが多量排出された。
【０１０２】
　また、実施例１０及び比較例３は、連続反応器で５０時間反応されたものであって、図
４に示したように、実施例１０は、５０時間以後にも転換率が８８％以上に優れるので、
超臨界流体内の再生ディーゼルを製造する場合、触媒のコーキングによる収率の減少がほ
とんどないと確認される。一方、比較例３は、連続反応器で反応が始まり、３０時間が経
た以後から転換率が減少し始めて、５０時間には転換率が５８％に非常に低くなるので、
触媒のコーキングが進行して転換率が減少したということが分かる。
【０１０３】
　＜試験例２＞
　実施例１ないし３及び比較例１で製造された再生燃料の純度をパーキンエルマー（Ｐｅ
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ｒｋｉｎＥｌｍｅｒ）社のＦＩＤが装着されているＳｉｍｕｌａｔｅｄ　ｄｉｓｔｉｌｌ
ａｔｉｏｎ－ＧＣ（以下、Ｓｉｍｄｉｓ－ＧＣと称する）を使って測定し、それを図３の
グラフで表わした。
【０１０４】
　図３に示したように、比較例１は、実施例１ないし３に比べて、ディーゼル油より沸騰
点が高い物質が多量生成された。したがって、超臨界流体を用いて再生燃料を製造するも
のが、超臨界流体を利用しないものに比べて、反応収率が高いことを確認した。
【産業上の利用可能性】
【０１０５】
　本発明は、超臨界流体を利用した再生燃料の製造方法に関連する分野に適用されうる。
【符号の説明】
【０１０６】
　　１０　　連続反応器
　　２０　　予熱器
　　３０　　第１ヒーター
　　３１　　第２ヒーター
　　４０　　冷却器
　　５０　　後方圧力調節器
　　６０　　ガス－液体分離器
　　７０　　混合器
　　８０　　第１流量調節器
　　８１　　第２流量調節器
　　８２　　第３流量調節器
　　９０　　熱交換器
　　１００　水素貯蔵容器
　　１０１　超臨界流体貯蔵容器
　　１０２　油脂貯蔵容器
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【図３】
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